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出生への課税によってマルサスの罠から

　　　　　　　　抜け出せるか？

　　　　一マルサスの罠における政策について一

小　野　章　一

要旨

本稿では，高出生による人口増加によって，一人当たり産出量が一定にな

る状況を「マルサスの罠」とよび，その場合における経済政策について論じ

る、経済がマルサスρ罠にある場合に，政府が人口成長率を抑制する目的で

出生数に対して累進課税を行ったとしても，マルサスの農から抜け出せない

ことが示される．これは人々が出生数を決定するのに重要な要素は物的およ

び人的資本の収益率だからである．このとき経済がマルサスの罠から抜け出

すためには，物的および人的資本の限界生産力を十分増大させる必要がある．

本稿では，政府の資本収益に対する補助政策と社会資本投資政策によづて，

資本の収益率が上昇し，その結果マノレサスの罠から抜け出せることを示す．

1　序論

　発展途上における多くの国々では，特に戦後以降，人口増加による経済発

展の阻害を経験してきた．そのために中国などの国々では，一人っ子政策の

ような人口増加を抑制する政策を実施している．一人っ子政策は政府が毎年

の出生数を決定し，それをもとに夫婦に出生許可を与え，出生許可を得ずに

子供を出産した場合，罰金などの罰則が加えられるものである（詳しくは

ZhangandSpencer（1992），Ahn（1994），Li（1995）などを参照）、しかし

その一方，Barro　and　Becker（1989）やBecker　et　al（1990）などの経済理

論をもとにした分析では，人的資本の収益率が人口成長率に大きな影響を及
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ぽすと考えている．そうした経済理論では，果たして出生数に対する経済的

罰則によって人口増加による貧困の罠から抜け出すことが説明できるのであ

ろうか．本稿ではBarroand　Becker（1989）やBeckeretal（1990）の行

ったような経済理論をもとに，マルサスの罠における政府の経済政策につい

て論じる、以下では，一人当たりの消費お上び資本量が，高出生による人口

増加によって一定の値に収束する経済を「マルサスの罠」とよぶ1〕、

　人口成長を内生化させた場合における出生と経済成長との関係については，

Barro　and　Becker（1989）やBeckeret　al（1990）などが論じた．これらの

論文は，家計の行動を考察する際に子供に対する利他主義的な効用関数を用

い，それをもとに人口成長と経済成長との関係を論じた点に大きな特徴があ

る．Becker　et　al（1990）の論文では，子供に対する人的資本投資から得ら

れる収益率が低いために，家計が出生数を増やすことを選択し，その結果人

口増加によってマルサスの罠に経済が陥るとした．さらにマルサスの毘と均

斉成長が永続する複数均衡が存在するケースを示し2〕，途上国における高出

生力と経済の停滞，および先進国の低出生力と持続的な経済成長が生じるこ

とを説明した．しかしこれらの論文では，マルサスの罠における政府の経済

政策については詳しく論じていない．本稿では，マルサスの罠における政府

の経済政策について考察していく、なおBecker　et　a1（1990）などのように

複数均衡が存在するモデルは分析が困難であることから，複数均衡について

は論じず，人口成長率を内生化した場合における経済政策の効果について論

じる．

　本稿では政府の課税政策について論じ，出生数に対する課税を採用したと

しても，それだけでマルサスの罠から抜け出すことが不可能であることを示

す．これは人々が子供に対し物的および人的資本を投資しようとしないため

であり，政府が貧困の毘から抜け出すためには，そうした物的および人的資

本の収益率を上昇させる政策が必要になる．

　本稿では2つのケーろをもとに論じる．まず第1のケースは，政府が資本

に対する収益率を上昇させるような補助金政策の実施である、このとき資本
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に対する十分な補助を行うことによって，人々は出生数を滅少し資本投資を

行うようになるため，マルサスの罠から抜け出すことが可能となる．第2の

ケースは，政府による社会資本投資である．政府による社会資本への公共投

資が経済成長に与える影響については，Barro（1990）やBarro　and　Sala－i－

Martin（1992）が論じている．しかしマルサスの毘における効果について

は論じていない．そのため本稿では，Barro（1990）やBarroandSala・i・

Martin（1992）の論文をもとに政府による社会資本投資について論じる．

そしてこうした政策も，資本に対する補助金政策同様，資本に対する収益率

が増加することによって，マルサスの展から抜け出す可能性があることを論

じる．

　以下ではまず政府が社会資本投資を行わないケースを考える．まず第2．1

節では生産部門と家計部門におけるモデルについて説明する、そして第2．2

節で，政府による課税および補助金政策について論じ，出生数に対する課税

を行ったとしてもマルサスの罠から抜け出せないことを示す、そして第2．3

節で，所得に対する補助金政策や社会資本投資によってマルサスの罠から抜

け出せることを示す．以上が本稿の主な内容である．

2本論

2．1　モデルの説明

生産部門

　Palivos　and　Scotese（1996）やBarro　and　Sa1a－i－Martin（1992）同様，Re－

belo（1991）のAKモデルを用いて，次のような一次同次の生産関数を仮定

する．

　　　　〃ω＝〃（机），φ＝φ（9（’〕／μ（’〕），φ（。〕〉0，φ’〉0，φ”＜0（1）

μ（’〕，危（、〕，gωは一人当たりの生産量，資本量，および社会資本支出3）である．

λは生産パラメーターであり，λφ（’）は民問資本の隈界生産力である．また

尾ωは，Rebelo（1991）同様，物的資本のみならず人的資本も合んでいる．
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また（1）式は，資本の限界生産力が所得当たりの政府支出にようて増加す

る．これはBarroandSala－i－Martin（1992）と同様，競合的であるが非排

除的な公共財を考えており，たとえば高速遣路や輸送手段，上下水遺などで

ある．公共投資が増加すれぱ民間資本の限界生産力も増加することを意味す

る．

家計の行動

　次に代表的個人が多数存在する経済を考え，各家計は次の効用関数を最大

化するものとする4〕．本稿ではPa1ivos　and　Scotese（1996）などと同様，

子供を消費財として扱う．

燃∬（・1）1仰／）1㍗…（一ρ1）／（1一σ）批・・β・1，・・σ・1，

　　∫広庄（1）一（1一τ）λ¢（、〕句、r・（、〕一η（、〕（尾（、〕十∫十ω（”（、〕〕）一刀、〕　（2）

　生産部門は一次同次の生産関数であるため，生産量λφ（’〕々（、〕はすべて家

計の所得となる．c（o，η／土〕は一人当たりの消費量および出生数である．この

モデルでは個人の死亡を考えないため，η（のは人口成長率と等しくなる．ρ

は時間選好率であり一定とする5〕．T，aτはそれぞれ，一人当たりの一括税，

子供一人当たりにかかる税率，および所得税率である．τ，θ1τの値が正なら

ば課税となり，負であるならば補助金となる．∫は子供一人を養育するに必

要な費用である．

　予算制約からわかるように，（尾（、〕十∫十ω（蜆て、〕〕）が子供一人に対する費用で

ある．そして庄（、）は一人当たりの資本の増加を意味している．ここでは物的

資本の投資だけではなく，教育投資など人的資本投資も合めた投資を考えて

いる．

　ここで経済全体に比べて各個人は小規模であることを想定し，一括税丁

を所与として行動するものとする．政府の社会資本投資関数φ（、〕も所与とし

て行動すると考える6〕．また政府は家計に対して，次のような出生数に対す

る累進課税を行う．

969



（134）　　　一橋論叢　第123巻　第6号　平成12年（2000年）6月号

　　　　　　　　　　　　　ω（蜆（』〕〕＝αη（o／2

　αは政府が任意に決定する．そしてこの式は，子供を産めぱそれだけ税率

が増加することを意味している．こうした状況で個人の最大化問題を解くと・

次のような最適条件が導き出せる、

　　　　　　　　　　βc（、〕β（1■π〕■1〃（、〕（1■β）（1■o〕二q（、）　　　　　　　　　　　（3）

　　　　　　（1一β）・（、〕β〔H〕・〔、〕（’…β〕（1■σ〕■’一q（、〕（た｛、〕十∫十αη（、））　（4）

　　　　　　　　　す（，〕：（ρ十椛（、〕一（1一τ）〃（士））σ（o　　　（5）

　q｛、〕は共役変数である．また横断条件は1imq（、〕ん｛、〕exp（一ρ’）となる．そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’一一日o
して（3），（4）式から，

　　　　　　　　　・（、）＝（β／（1一β））（ん｛、〕十∫十αη（、））η（、〕　　　（6）

　が導出される．

　以上がモデルの説明である．次に政府の課税政策が経済に与える影響につ

いて論じる．

2．2　マルサスの罠と出生数への課税について

　ここでは政府が出生を抑制することによづてマルサスの罠から抜け出そう

とするケースをみていく．以下では課税によって得た税収はすべて家計に還

元されると考え，

　　　　　　　　　　　　刀、〕＝一τ一（α例（、〕2／2）　　　　　（7）

とする．また政府は公共財への支出を行わないとし，φ＝φ（o〕とする．する

と，（2）式の庭（’〕と、（6）式および（7）式より，

　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　β　　　2　　　　　　た（1〕一仏点ω一1一βη（f）（∫十た（1〕）11一βα・（1）　（8）

となる．また（3），（4）1式の両辺に対数をとり時問fで微分，さらに（6）

式を代入することによって，

丹一÷／（1－1）〃ω一1ω一1一（1－1（1－1））左、1掌駕、、／（・）

となる．いまρ＜｛o〕φ（ω＜ρ／（β一τ）とすると，一人当たりでみた消費およ
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J

図1

（肘）

⑦／（β一τ）＞λφの場合）

　尾・O　　　　　売＝O

「

㌧ （1一β）月φ
　　（（1一β）／σβ）［ρ一（β（1－o）一τ）λφ1

ボ

　　　　　　　　　　η

び資本の成長は最終的に止まり，マルサスの罠に陥る．この場合図1のよう

になり，鞍点均衡点が存在する．

　そして均衡点へ収束する経路のみ横断条件を満たすため，危ω，η（蜆〕は一定

の値に収束する．これは，資本の限界生産力が十分小さいために，個人にと

づては投資を行うことによる収益が小さく，出生数を滅らそうとしないから

である．この場合の一人当たりの資本，消費，および出生数の定常均衡値

（以下が，C＊、η非）は次のようになる．

1‡一；睾綜（／・1l（（1－1）〃ω一1））

　　　　　　バ＝（1一τ）〃ω〕一ρ

　　　　　　c非＝（β／（1一β））（∫十αバ十バ）バ　　　　　　　　　　　（1O）

　これから，出生数は資本の限界収益率（1一τ）λ¢（o〕から時間選好率ρを引

いたものに等しくなる．つまりマルサスの罠においては，資本の限界収益率

と時間選好率によって出生数は決定される．そしてこれらのことから次のこ

とがいえる．子供に対する累進課税が実施される場合（すなわちα＞Oの場

合），一人当たり資本量バおよび消費量♂が増加する．これは出生数への

課税によって子供に対する費用が増加するため，収束過程において人々は出
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生を滅少させ消費を増やすことを選好するからである．しかしながら経済成

長が続くようにすることは，政府はαが有限の値をとる隈り，不可能であ

る．出生数は最終的に，資本の限界生産カλ¢（o）と時問選好率ρ，および所

得税率τによって決定されるためであり，また人々が出生数を減少させて物

的および人的資本に対する投資を行うには，資本に対する収益率が十分大き

い必要があるためである．しかし出生数に対する課税では，資本の収益率に

影響を与えないことから，マルサスの罠から抜け出すことはできない．

　定常均衡における出生数に影響を与えるには，限界生産力λφ（o）と時問選

好率ρに影響を与えるような政策が必要である．所得税率τが増加（滅少）

すれば，定常均衡におけるが，cホ，〃＊は滅少（増加）する．また資本の限界

生産力λφ（O〕が増加（減少）すれば，バ，C＃，バは増加（滅少）する、

　以上のことから，マルサスの罠においては，出生数への課税ではマルサス

の罠からは抜け出すことはできないことがわかった．これは物的およぴ人的

資本の限界収益率が十分大きくない隈り，人々は子供に対する投資を行おう

としないからである．このことから子供に対する課税を行うだけでは，人口

増加による貧困の罠から抜け出せないことがいえる．

　またρ／（β一τ）≦λ（o〕φ（o〕とすると，一人当たり資本および消費水準は成長

を続ける．これは投資によって得られる収益が時問選好率よりも大きいため

に，投資が行われるようになるからである．均斉成長経路における尾（、〕／（た（、〕

十∫十αη（、〕）をθ（＞0），出生数〃（’〕をη、とすると，（8），（9）式より，

　　　　　　　　　　　θ＝ノ1φ（ω一〃‡（’）／（1一β）　　　　　　　　　　　　　（8）’

　　　　　　　　　λφ（o〕一η＃ω一ρ＝（1一β（1一σ））θ　　　　　　　　（9）’

となり，これを解くと

　θ＝［（β一τ）λφ（o〕一ρ］／oβ，〃、＝（（1一β）／ρβ）［ρ一（β（1一σ）一τ）λφ｛o〕コ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1O）’

となる．均斉成長経路では，τの増カロによウて均斉成長率は滅少し出生数は

増加する、これは，τの増加によって資本の収益率が減少するため，出生数

に対する消費の成長率を減少させるためである．またλφ（o）もτのときと同
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様の理由から・λ¢（o）が増加（減少）すればθは増加（減少）し，出生数は

滅少する．

　以上のことから次のことがいえる．まず物的および人的資本の限界生産力

が小さいと，経済はマルサスの罠に陥る．そして政府が出生数に対して課税

を行ったとしても・マルサスの罠から抜け出せない．．これはマルサスの罠で

は，出生数が資本の収益率によって決定されるからである．そうした場合，

所得税は，出生数，消費，資本量を減少させる．また資本の限界生産力の増

加は・出生数・消費・資本量を増加させる．一方，資本の隈界生産力が十分

大きいと経済は均斉成長経路をとる．この場合，所得税は均斉成長率を減少

させる．また資本の限界生産力の増加は，均斉成長率を増加させ，出生数を

減少させる．

　そしてマルサスの罠から抜け出すためには資本の収益率を増加させるよう

な政策が有効なことがいえるであろう．次では，政府がマルサスの罠から抜

け出す政策について，2つのケースを論じる．

2・3　マルサスの罠から抜け出すための政策

ケース1資本所得への補助金政策

　マルサスの展から抜け出すための政策のひとつは，政府が所得に対する補

助金政策を行うことである．具体的にはρ／（β一τ）≦λ〔。）¢｛。）となるようにτ

を課せば・経済壮均斉成長を続けることが，前の議論からわかる．つまり経

済がρ／β〉λlo）φ（o〕という状況に直面している場合，τ＜0を満たし（τ＜Oは・

補助金を支払うことを意味する），かつρ／（β一τ）≦λ（。〕¢（。〕となるよう十分

な大きさのτ（補助金）を実施することによって，（1O）’式のように経済は

均斉成長経路へと移行するであろう．

　これは物的および人的資本の収益率が増加すれぱ，人々は資本への投資を

行おうとして，出生数を減少させるからである．このことから，政府の資本
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所得に対する十分な補助金政策は，マルサスの罠から抜け出すことを可能と

するであろう．

ケース2社会資本投資政策

　次に政府が税収を還元する代わりに，公共財への支出のみを行うケースを

考える．ここでは政府は，鉄道や高速道路などの輸送システム，上下水道の

整備など社会資本への支出によって，資本の限界生産力を増大させる状況を

考える．ここでは，Barro（1990），Barro　and　Sala－i－Martin（1992）の論文

同様，公共投資の財源に所得税を用いるとする．またここでは出生数に対す

る課税は行わなれない（すなわちα＝O）とする．政府は常に財政を均衡さ

せると考える．すると政府の予算制約は

　　　　　　　　　　　　　　τリ（o＝9ω

となる．そしてBarro（1990）同様，

　　　　　　¢＝φ（σ〔、〕／玖，〕）＝φ（、）φ’〉O，φ”＜O　　（1）’

という状況を考えると，次のようになる7〕．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　左（1〕一（1一τ）〃（τ〕た（1〕■1一β椛（1）（∫十危（1〕）

丹一古／（1一τ）叫〕↑1一（1－1（1一σ））んま睾∫／

　第2．2節と異なる点は，所得税を直接遺元していない点である．政府が所

得税を財源とした公共財への支出を行うと，ρ／β＞（1一τ）λ（τ〕となる場合，

経済は定常均衡へ収束する．この場合均衡値は，（1O）式と同様，

　　　　　　　　　　　、　　　（1一τ）λφ（、〕一ρ

　　　　　　　　　　尾：　　　　　　　∫　　　　　　　　　　　　　ρ一β（1一τ）ノ1φ（、〕

　　　　　　　　　　　バ＝（1一τ）〃（、）一ρ

　　　　　　　　　　　。・一β（∫・、冊・尾1）η1

　　　　　　　　　　　　　1一β

となる．ここで（1一τ）λΦ（、）は資本の収益率を表しているが，これが増加す

れば，二人当たりの消費および資本量は増加する．一方・ρ／β＜（1一τ）λ（τ〕
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　という条件を満たす場合，ど（o／c（、〕＝差1、）／（ん（、〕十∫）となる均斉成長経路をと

る。この均斉成長経路における消費の成長率をθ，また出生数を〃、とおく

と，（lO）’式同様，

θ＝［β（1■τ）”（ゲρ1／φη・一（（1一β）／・β）［ρ一β（1一σ）（1一τ）〃、、）1

となり，（1一τ）■φ〔τ〕が増加すれぱ成長率θは増加し，出生数〃、は減少す

る．つまり（1一τ）λφ〔τ）が十牟大きくなるような政策を政府が実施すれば，

経済はマルサスの罠から抜け出せる・（1一τ）λφ（、）は，∂（1一τ）λφ（、）／∂τ＝

（1一τ）λφ’（τ〕一λρ（τ〕＝Oとなる条件を満たす場合，最大値をとる8）．この条

件を満たすτをτ＃として，ρ／β≦（1一τ申）φ（、申〕となるのであれぱ，経済はマ

ルサスの罠から抜け出し，永続的な経済成長が可能となる．

　以上のことから次のようなことがいえる．出生数を内生化させた場合，政

府による社会資本投資の実施により，マルサスの罠から抜け出せる．そして

そのためには社会資本投資が資本の収益率を十分大きくする必要がある．

　　　　　　　　　　　　　　　3結論

　物的資本および人的資本の収益率が小さいとマルサスの罠に陥る．マルサ

スの罠にある場合，出生数に対する課税を行ったとしてもマルサスの罠から

抜け出せないことが示された・なぜならマルサスの罠では，出生数は資本の

限界生産力と時問選好率の差によって決定されるからである．そのため物的

および人的資本の収益率に影響を与えるような政策をとらない限り，マニレサ

スの罠から抜け出すことはできないことが示された．一方，資本の収益率に．

影響を与える所得税の減少および限界生産力の増加は，定常均衡における出

生，消費量，資本量を増加させる．結果として，マルサスの罠から抜け出す

ためには，物的および人的資本投資に対する収益率を変化させる政策が必要

であることが示された．

　また・物的および人的資本に対する収益率を変化させる政策として，政府

による資本所得に対する補助金政策や社会資本投資について論じ，物的およ

び人的資本の収益率を増加させる政策によって，マルサスの罠から抜け出す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　975
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1）rマルサスの罠」という用語は，経済成長と人口成長との関係を論じる場合，

本稿のように一人当たりでみた場合の生産量が一定に収束するケースに用いられ

る．

2）出生を内生化した場合における複数均衡の存在を論じたものにPa1ivos

（1995）がある．

3）鉄道などの社会資本をフローとして扱っており，これは政府が民間部門から

社会資本によって得られる公共財を購入している形となっている．このことにつ

いてBarro（1990）は，政府が民問部門と同じ生産関数を持っている場合には，

政府が民間の投入財を購入してそれをもとに生産するのと同じ緒果になることを

論じている．

4）　これは一人当たり効用の最大化を目的としており、ミリアン原理（Mil1ian

Principle）とよぱれている．一方，家計構成員の総和効用の最大化を目的とす

ることを，ベンサム原理（Bentham1tePrinciple）とよぷ．一般に，ミリアン

原理による効用の最大化はペンサム原理による効用の最大化よりも，人口成長率

が小さくなるといわれている．詳しくはRazinandYuen（1995）やPalivos

and　Yip（1993）を参照．

5）Barro　and　Becker（1989）およぴBecker　et　al（1990）では，時間選好率を

出生数の関数にして内生化させて扱っている．また時間選好率は所得水準や両親

の教育水準にも依存する可能性がある．そうした点を考慮すると，本稿における

時間選好率の扱いには問題があるかもしれない．こうしたことから，時問選好率
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を内生化させて考察することも重要なことであると思われる、しかしながら時間

選好率を内生化させるとモデルが煩雑になる．本稿では，モデルを簡略化するた

めに，時問選好率を外生的に扱う．

6）　なおλφ（o〕＞ρを仮定する．

7）公共財にCongestionが存在する場合，一括税よりも所得税を財源とした方

が社会的に好ましいということは，Barro（1990）やBarroandSala－i－Martin

（1992）によって指摘されている．

8）0≦τく1において∂2（1一τ）λφ（、〕／∂τ2＜Oという条件が満たされているため，

（卜τ）λφ一（、rλφ（、）＝0のとき最大値となる、
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